
一般財団法人観光まちづくり佐伯会計規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 定款第４７条第５項に基づき、一般財団法人観光まちづくり佐伯（以下「法人」と

いう。）の会計及び財務について、他に特別の定めのあるものを除くほか、必要な事項を

次のとおり定める。 

（会計の原則） 

第２条 法人の経理は、関係法令、法人の定款、法人の各種規程及び本規程の定めによるほ

か、公益法人会計基準（平成２０年４月１１日、内閣府公益認定等委員会）を準拠し、正

確に処理しなければならない。 

（会計区分） 

第３条 法人の会計は、一般会計とする。ただし、特に必要があると認めるときは、理事会

の承認を得て、特別会計を設けることができる。 

（会計年度） 

第４条 法人の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（会計年度所属区分） 

第５条 法人の収入及び支出に伴う所属会計年度は、その事実の発生した日の属する会計

年度とする。 

（会計責任者等） 

第６条 理事長は、法人の現金、有価証券等の出納及び会計事務を取り扱わせるため事務局

に会計責任者及び会計担当者をおく。 

２ 会計責任者は、総務課長をもってあてる。 

３ 会計担当者は、理事長が指定する。 

 

第２章 勘定科目及び帳簿 

（勘定科目の設定） 

第７条 各会計区分においては、収入及び支出の状況並びに財政状態を的確に把握するた

めに必要な勘定科目を設ける。 

２ 前項の各勘定科目の名称、性質及び処理基準については、公益法人会計基準の定めに

準拠する。 

（勘定処理の原則） 

第８条 勘定処理を行う際は、次の原則に留意しなければならない。 

（１）収入及び支出は、予算に基づいて処理すること。 

（２）収入科目と支出科目を直接相殺しないこと。 

（３）その他一般に公正妥当と認められた会計処理の基準に準拠して行うこと。 



（会計伝票） 

第９条 全ての収入及び支出の発生並びに資産、負債及び正味財産の増減又は異動は、会計

伝票により整理、記録を行う。 

２ 前項の会計伝票の作成は、証拠書類によらなければならない。 

３ 会計伝票及び証拠書類は、取引の順序に従い、毎月これを整理しなければならない。 

４ 会計伝票は、取引一件ごとに作成する。ただし、勘定科目及び作成をする時期が同一

のものについては、二以上の取引を合わせて集合の会計伝票を作成することができる。 

５ 会計伝票の作成にあたっては、取引担当者が証拠書類を確認し、会計担当者が調製の

うえ、会計責任者の承認を受けなければならない。 

６ 会計伝票には、勘定科目、取引年月日、金額、取引先、取引内容を、簡単且つ明瞭に

記載しなければならない。 

（帳簿） 

第１０条 会計責任者は、次に掲げる主要簿及び補助簿を備え、複式簿記の原則に従って、

資産、負債及び正味財産の増減異動その他の事項を整然かつ明瞭に記録するものとする。 

２ 主要簿及び補助簿は次のものをいう。 

主要簿 

（１）仕訳帳 

（２）総勘定元帳 

補助簿 

（１）現金出納帳 

（２）預金収納帳 

（３）収支予算の管理に必要な帳簿 

（４）基本財産台帳 

（５）特定資産台帳 

（６）固定資産台帳 

（７）その他必要な補助簿 

３ 仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代えることができる。 

 

第３章 予算 

（予算の編成及び議決） 

第１１条 理事長は、毎会計年度予算を編成し、年度開始前に理事会に提出し、理事会の決

議を受けなければならない。 

 ２ 予算を超える支出をすることはできない。 

（補正予算） 

第１２条 理事長は、既決の予算に追加若しくは減額し、又はその他の変更を加える必要が

生じたときは、補正予算を編成する。 



 ２ 補正予算の額が理事会の決議を受けた予算総額（以下「理事会決議予算額」という。）

の１割に満たない場合は、理事長が決定することができる。 

３ 補正予算の額（複数回にわたって前項により理事長が決定した補正予算の累計額を

含む。）が理事会決議予算総額の１割を超えるときは、これを理事会に提出し、理事会の

決議を受けなければならない。 

（予算の流用） 

第１３条 理事長は、予算執行上やむを得ない理由があるときに限り、支出予算を流用する

ことができる。 

 

第４章 収入及び支出 

第１節 通則 

（取引金融機関） 

第１４条 業務執行理事は、理事長の決裁を得て法人の預金口座を設ける金融機関（以下

「取引金融機関」という。）を指定することができる。 

（出納） 

第１５条 金銭の収納及び支出については、会計責任者の承認を受けなければならない。 

２ 金銭の出納、保管については、これを担当する者を特定して行わせなければならない。 

３ 会計責任者は、善良な管理者の注意をもって、現金、有価証券等の出納保管をしなけ

ればならない。 

（収入金の保管） 

第１６条 収入金は、取引金融機関に預金するものとし、直接これを支払い資金にあてるこ

とはできない。 

２ 会計責任者は、第３０条で規定する業務上必要な手持ち現金（以下「小口現金」とい

う。）を除き、保管金の全てを取引金融機関に預け入れなければならない。 

（残高の照合） 

第１７条 会計担当者は、預貯金については、毎月末日現在の預貯金残高と帳簿とを照合し、

差異がある場合は、その原因等を明らかにしなければならない。 

２ 小口現金については、毎日の現金出納終了後、その残高と帳簿残高とを照合しなけれ

ばならない。 

３ 有価証券及びこれに準ずるものについては、適宜又は必要に応じてその残高を関係

帳簿と照合して実在性を確認しなければならない。 

（現金過不足） 

第１８条 小口現金に過不足が生じた場合、業務担当者は、遅滞なくその原因を調査のうえ

会計担当者に速やかに報告し、会計責任者の指示を仰がなければならない。 

（収支の計上時期） 

第１９条 収支計算における現金又は預金の収支は、実際に現金又は預金が収支されたと



きもって計上する。 

 

第２節 収入 

（債権の確認） 

第２０条 会計担当者は、収入として徴収すべき金額が確定したときは、直ちにその未収金

台帳又は売掛金台帳（以下「未収金台帳等」という。）に記載しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、法令又は契約により一定期間の収入をとりまとめて請求

することになっているものについては、当該期間の末日又は当該請求をした日にとりま

とめて未収金台帳等に記載することができる。 

（請求の通知） 

第２１条 業務担当者又は会計担当者は、未収金台帳等に記載した後に請求書を作成し、債

務者に送付しなければならない。ただし、口頭、掲示その他の方法により請求の通知をす

る場合は、この限りでない。 

（収入に関する会計伝票の作成） 

第２２条 会計担当者は、現金の収入があったときは、これを証する書類に基づいて当該収

入にかかる会計伝票を作成しなければならない。 

（支出の戻入） 

第２３条 過払、誤払等に基づく返金は、前条の規定に準じてその支払った支出の科目にこ

れを戻入しなければならない。ただし、年度を経過した返金については、現年度の収入に

組み入れるものとする。 

（収入の原則） 

第２４条 法人の収入は、原則として現金とする。ただし、会計責任者が認めたときは、小

切手及び郵便為替証書等によることができる。 

２ 前項の現金等を収入した場合においては、原則として領収書を相手方に交付しなけ

ればならない。ただし、金融機関振込によるものに関してはこの限りではない。 

 

第３節 支出 

（債務の確定） 

第２５条 会計責任者は、支出の原因となる債務が確定したときは、当該支出の負担行為に

係る法令、契約書その他関係書類及び証拠書類によって債務の確定及び債務額、所属年度、

債権者等の確認を行わなければならない。 

（支出に関する会計伝票の作成） 

第２６条 会計担当者は、支出を行おうとするときは、勘定科目、支払金額、債権者及び支

払いの内容が法令又は契約に違反する事実がないかを調査して、債権者からの請求書を

確認し、会計伝票を作成しなければならない。ただし、請求書を徴しがたい場合その他会

計責任者が請求書を徴する必要がないと認めたときは、支払証明書をもってこれに代え



ることができる。 

２ 支出に関する会計伝票は、債権者及び勘定科目ごとに作成しなければならない。ただ

し、勘定科目及び支払期の同一のものについては、二人以上の債権者を合わせて集合の会

計伝票を作成することができる。 

（収入金の返還） 

第２７条 過入金、誤入金等に基づく返還金は、前条の規定に準じて、その収入した科目か

ら、これを支出しなければならない。ただし、年度を経過した支出については、現年度の

支出とする。 

（支出の原則） 

第２８条 法人の支払は、金融機関振込によることを原則とする。ただし、小口払その他業

務上特に必要があるときは、現金をもって支払うことができる。 

（小口現金） 

第２９条 会計責任者は、日々の小口払にあてるため、理事長が定める範囲において、必要

最小限の小口現金をおくことができる。 

２ 小口現金は、毎週月曜日（月曜日が休日の場合は、火曜日）及び不足の都度精算を行

うものとする。 

（資金の前渡金及び概算払） 

第３０条 次に掲げる経費については、必要な資金を前途又は概算払い（以下「前途等」と

いう。）をすることができる。 

（１）遠隔の地又は交通不便の地域において支払う経費 

（２）謝礼金、慰問金その他これに類する経費 

（３）官公署に対して支払う経費 

（４）事業現場その他これに類する場所において直接支払を必要とする経費 

（５）非常災害のための即時支払を必要とする経費 

（６）事務所において常時必要とする経費 

（７）即時支払をしなければ契約しがたい請負、買入又は借入に要する経費 

（８）職員に支払う旅費 

（９）負担金及び委託費 

（１０）前途等による支払をしなければ契約しがたい請負、買入又は借入に要する経費 

（１１）保険料 

（１２）その他理事長が必要と認めた経費 

２ 前項により前途等を受けたものは、その支払を完了したときは、速やかに精算報告を

しなければならない。 

（領収証書） 

第３１条 法人が支払をする場合においては、相手方から領収証書を受け取らなければなら

ない。 



２ 前項による領収証書を徴することが困難な支払については、会計責任者の承認を得

て、業務担当者の支払証明書その他支払の確認ができる書類によって領収証書に代える

ことができる。 

３ 金融機関振込の方法により支払う場合は、領収証書の徴収を省略することができる。 

 

第５章 契約 

（契約の締結） 

第３２条 売買、賃借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の

方法により締結する。 

（理事会の議決を要する契約） 

第３３条 次に掲げる事項については、理事会の議決を経なければならない。 

（１）財産管理規程第３条で定める重要な財産の取得又は処分に関する契約 

 （２）１件３，０００万円以上（消費税及び地方消費税額を含む。以下省略する。）の契

約 

（随意契約） 

第３４条 次の各号の一に該当する場合は、随意契約によることができる。 

（１）契約の性質又は目的が競争入札に適しないものであるとき 

（２）緊急の必要により競争入札に付することができないとき 

（３）競争入札に付することが不利と認められるとき 

（４）時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込のあるとき 

（５）競争入札に付し入札者のないとき又は再度の入札に付し落札者のないとき 

（６）落札者が契約を締結しないとき 

（７）公共団体と契約するとき 

（８）１件１００万円以下の契約をするとき 

２ 随意契約を締結しようとするときは、予定価格を定め２名以上の者から見積書を徴

さなければならない。ただし、予定価格が５０万円未満のものについては、この限りでは

ない。 

（契約書） 

第３５条 契約を締結しようとする時は、次の各号に掲げる事項を記載した契約書を作成

し、設計書又は仕様書を要するものはこれを添付しなければならない。ただし、記載の必

要のない事項については、その記載を省略することができる。 

（１）契約の目的 

（２）契約金額 

（３）履行期限 

（４）契約代金（前金払及び部分払を含む。）の支払いの時期 

（５）違約金その他損害金に関する事項 



（６）給付の完了の確認又は検索の時期 

（７）契約に基づく権利義務の譲渡に関する事項 

（８）その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、１件５０万円未満の契約は、前項に規定する契約書の作成

を省略することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は、契約書を省略することができ

る。 

（１）物品の購入の場合において、供給者が直ちに物品を納入するとき 

（２）物品の売払いの場合において、買受人が直ちに代金を納入して、その物品を引き取

るとき 

（３）所管する業務執行理事が、契約書又は請求書の作成の必要が無いと認めたとき 

 

第６章 決算及び監査 

（報告及び閲覧） 

第３６条 会計責任者は、翌月２０日までに月次報告を作成しなければならない。 

 ２ 評議員及び役員は、前項の月次報告を閲覧することができる。 

 ３ 評議員及び役員は、いつでも第１０条の帳簿を閲覧することができる。 

（決算の手続き） 

第３７条 法人の決算は、最終支出について、これを調整しなければならない。 

２ 理事長は、会計年度終了後次の各号に掲げる決算諸表を作成し、監事の監査を経て、

理事会及び評議員会に提出しなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）正味財産増減計算書 

（５）貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

（６）財産目録 

（７）収支計算書 

（８）監査報告 

（９）その他決算整理に必要な書類 

（会計帳簿等の保存及び区分） 

第３８条 経理等に関する会計帳簿の保存は、安全かつ常時閲覧できるように保存するも

のとし、当該帳簿等の保存期間は次のとおりとする。 

（１）予算及び決算書類  永年 

（２）会計帳簿及び会計伝票 １０年 

（３）収入及び支出に関する証拠書類 １０年 



（４）その他の書類 ３年 

２ 前項の保存期間は、決算日の翌日からこれを起算する。 

３ 第１項の保存期間経過後においても、帳簿類を処分する場合は、総務課長の決裁を得

なければならない。 

（監査） 

第３９条 監事は、定款第２８条及び監事監査規程等により、監査を行わなければならない。 

（委任） 

第４０条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、理事長が別に定める。 

（改正） 

第４１条 この規程の改正は、理事会の決議により行う。 

 

 

附 則 

１．この規程は、令和６年３月１１日から施行する。 

 


